
【様式第1号】

自治体名：鳴沢村

会計：一般会計等 （単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 12,514,785,550   固定負債 409,260,103

    有形固定資産 9,408,214,967     地方債 163,565,103

      事業用資産 3,258,800,791     長期未払金 -

        土地 1,655,981,074     退職手当引当金 245,695,000

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 6,015,633,379     その他 -

        建物減価償却累計額 -4,616,801,388   流動負債 114,465,992

        工作物 181,730,806     １年内償還予定地方債 46,002,096

        工作物減価償却累計額 -36,318,080     未払金 29,800

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 36,492,022

        航空機 -     預り金 31,942,074

        航空機減価償却累計額 -     その他 -

        その他 - 負債合計 523,726,095

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 58,575,000   固定資産等形成分 13,705,084,034

      インフラ資産 6,016,049,381   余剰分（不足分） -116,263,451

        土地 561,492,955

        建物 11,175,906

        建物減価償却累計額 -2,451,572

        工作物 11,526,675,225

        工作物減価償却累計額 -6,091,519,733

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 10,676,600

      物品 843,297,827

      物品減価償却累計額 -709,933,032

    無形固定資産 59,575,386

      ソフトウェア 59,575,386

      その他 -

    投資その他の資産 3,046,995,197

      投資及び出資金 24,810,300

        有価証券 -

        出資金 24,810,300

        その他 -

      投資損失引当金 -

      長期延滞債権 8,579,013

      長期貸付金 -

      基金 3,006,530,928

        減債基金 60,932,315

        その他 2,945,598,613

      その他 7,500,000

      徴収不能引当金 -425,044

  流動資産 1,597,761,128

    現金預金 402,309,604

    未収金 5,380,360

    短期貸付金 -

    基金 1,190,298,484

      財政調整基金 1,190,298,484

      減債基金 -

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 -227,320 純資産合計 13,588,820,583

資産合計 14,112,546,678 負債及び純資産合計 14,112,546,678

貸借対照表
（令和6年3月31日現在）



【様式第2号】

自治体名：鳴沢村

会計：一般会計等 （単位：円）

    その他 7,975,100

純行政コスト 2,203,195,578

    その他 -

  臨時利益 8,275,099

    資産売却益 299,999

    資産除売却損 -

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -

純経常行政コスト 2,211,470,677

  臨時損失 -

    災害復旧事業費 -

  経常収益 122,741,369

    使用料及び手数料 33,133,726

    その他 89,607,643

      社会保障給付 168,249,115

      他会計への繰出金 194,602,782

      その他 1,421,059

        その他 15,401,392

    移転費用 845,432,780

      補助金等 481,159,824

      その他の業務費用 16,548,086

        支払利息 494,330

        徴収不能引当金繰入額 652,364

        維持補修費 54,275,664

        減価償却費 467,385,554

        その他 -

        その他 62,860,008

      物件費等 1,024,127,084

        物件費 502,465,866

        職員給与費 348,752,066

        賞与等引当金繰入額 36,492,022

        退職手当引当金繰入額 -

  経常費用 2,334,212,046

    業務費用 1,488,779,266

      人件費 448,104,096

行政コスト計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額



【様式第3号】

自治体名：鳴沢村

会計：一般会計等 （単位：円）

固定資産
等形成分

余剰分
(不足分)

前年度末純資産残高 13,541,502,458 13,800,439,294 -258,936,836

  純行政コスト（△） -2,203,195,578 -2,203,195,578

  財源 2,252,561,456 2,252,561,456

    税収等 1,945,296,835 1,945,296,835

    国県等補助金 307,264,621 307,264,621

  本年度差額 49,365,878 49,365,878

  固定資産等の変動（内部変動） -93,307,507 93,307,507

    有形固定資産等の増加 309,152,655 -309,152,655

    有形固定資産等の減少 -467,385,555 467,385,555

    貸付金・基金等の増加 99,145,213 -99,145,213

    貸付金・基金等の減少 -34,219,820 34,219,820

  資産評価差額 -2,047,760 -2,047,760

  無償所管換等 7 7

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 47,318,125 -95,355,260 142,673,385

本年度末純資産残高 13,588,820,583 13,705,084,034 -116,263,451

純資産変動計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

自治体名：鳴沢村

会計：一般会計等 （単位：円）

前年度末歳計外現金残高 33,272,499

本年度歳計外現金増減額 -1,330,425

本年度末歳計外現金残高 31,942,074

本年度末現金預金残高 402,309,604

    その他の収入 -

財務活動収支 61,222,766

本年度資金収支額 177,344,378

前年度末資金残高 193,023,152

本年度末資金残高 370,367,530

  財務活動支出 61,536,234

    地方債償還支出 61,536,234

    その他の支出 -

  財務活動収入 122,759,000

    地方債発行収入 122,759,000

    貸付金元金回収収入 -

    資産売却収入 300,000

    その他の収入 -

投資活動収支 -351,442,746

【財務活動収支】

    貸付金支出 -

    その他の支出 -

  投資活動収入 47,454,020

    国県等補助金収入 26,194,020

    基金取崩収入 20,960,000

【投資活動収支】

  投資活動支出 398,896,766

    公共施設等整備費支出 309,152,655

    基金積立金支出 89,744,111

    投資及び出資金支出 -

  臨時支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 467,564,358

  業務収入 2,353,002,145

    税収等収入 1,949,190,175

    国県等補助金収入 281,070,601

    使用料及び手数料収入 33,133,726

    その他の収入 89,607,643

    移転費用支出 845,432,780

      補助金等支出 481,159,824

      社会保障給付支出 168,249,115

      他会計への繰出支出 194,602,782

      その他の支出 1,421,059

    業務費用支出 1,040,005,007

      人件費支出 468,576,230

      物件費等支出 556,741,530

      支払利息支出 494,330

      その他の支出 14,192,917

資金収支計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 1,885,437,787



１．重要な会計方針
(１)有形固定資産等の評価基準及び評価方法

①有形固定資産・・・取得原価
ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

ア．昭和59年度以前に取得したもの・・・再調達原価
ただし、道路、河川及び水路の敷地においては備忘価額１円としています。

イ．昭和60年度以後に取得したもの
取得原価が判明しているもの・・・取得原価
取得原価が不明なもの・・・・・・再調達原価
ただし、取得価額が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。

②無形固定資産・・・取得原価
ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
取得原価が判明しているもの・・・取得原価
取得原価が不明なもの・・・・・・再調達原価

(２)有価証券等の評価基準及び評価方法
①満期保有目的以外の有価証券

市場価格のないもの・・・・・・・・・取得原価
②出資金

市場価格のないもの・・・・・・・・・出資原価

(３)有形固定資産等の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除きます。）・・・定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
建物 10年～50年
工作物 　6年～60年
物品 　2年～17年

②無形固定資産（リース資産を除きます。）・・・定額法
（ソフトウェアについては、当町における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっています。）

(４)引当金の計上基準及び算定方法
①徴収不能引当金

未収金、長期延滞債権については、過去５年間の平均不能欠損率により徴収不能見込額を計上しています。
②退職手当引当金

期末日に在職する職員の自己都合要支給額から、組合への負担金の加入時以降の累計額から既に退職手当として支給された額の総額を控除
した額に、組合における積立金額の運用益のうち当町へ按分される額を加算した額を控除した額を計上しています。

③賞与等引当金
翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する
部分を計上しています。

(５)資金収支計算書における資金の範囲
手許現金及び要求払預金としています。なお、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。

(６)その他財務書類作成のための基本となる重要な事項
①物品及びソフトウェアの計上基準

物品については、取得価額及び見積価格が50万円（美術品は300万円）以上の場合に資産として計上しています。
ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。

②資本的支出と修繕費の区分基準
資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が60万円未満であるとききに修繕費として処理しています。

２．偶発債務
該当事項ありません。

３．追加情報
(１)財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項

①対象範囲（対象とする会計名）
一般会計

②一般会計等と普通会計の対象範囲等の差異
一般会計等と普通会計の対象範囲は同じです。

③地方自治法第235条の５の規定により出納整理期間が設けられています。当会計年度に係る出納整理期間（平成31年４月１日～令和元年５月31日）了した後の計数を
もって会計年度末の計数としています。

④各項目の金額を千円未満で四捨五入しているため、合計等の金額が一致しない場合があります。
⑤地方公共団体財政健全化法における健全化判断比率の状況（普通会計）

実質赤字比率 -%
連結実質赤字比率 -%
実質公債費比率 -2.4%
将来負担比率 -%
※　実質赤字比率、連結実質赤字比率、将来負担比率は赤字額、将来負担額がないため、「－」で表示しています。

⑥利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額 14,687 千円
⑦繰越事業に係る将来の支出予定額 105,635 千円

(２)貸借対照表に係る事項
①売却可能資産に係る資産科目別の金額及びその範囲

該当する資産はありません。
②減債基金に係る積立不足額

該当ありません。
③基金借入金（繰替運用）の内容

該当ありません。

④地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は、次のとおりです。
標準財政規模 1,684,112 千円
元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 137,306 千円
将来負担額 658,445 千円
充当可能基金額 4,391,807 千円
特定財源見込額 0 千円
地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 1,474,003 千円

⑤自治法第234条の３に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債務金額
該当事項はありません。

(３)純資産変動計算書に係る事項
純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容
貸借対照表の純資産における固定資産等形成分とは、資産形成のために充当した資源の蓄積をいい、固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金を

加えた額を計上しています。また、余剰分（不足分）とは、費消可能な資源の蓄積（原則として金銭）をいい、純資産合計額のうち、固定資産等形成分を
差し引いた金額を計上しています。

注　記



(４)資金収支計算書に係る事項
①基礎的財政収支 185,400,053 円
②既存の決算情報との関連性

収入（歳入） 支出（歳出）
2,716,238,317円 2,345,870,787円
△193,023,152円 0円
2,523,215,165円 2,345,870,787円

③資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳
資金収支計算書の業務活動収支 467,564,358 円

投資活動収入の国県等補助金収入 26,194,020 円
未収債権等の増加減少　　 △ 5,814,093 円
未払金 28,500 円
その他の流動負債の増加減少　　 円
減価償却費 △ 467,385,554 円
徴収不能引当金の増加減少 31,414 円
退職手当引当金の増加減少 34,325,000 円
賞与引当金の増加減少　　 △ 5,877,766 円
資産除売却損益 299,999 円

純資産変動計算書の本年度差額 49,365,878 円
④一時借入金

資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。
なお、一時借入金の限度額及び利子額は次のとおりです。
一時借入金の限度額 156,079 千円
一時借入金に係る利子額 0 千円

(５)その他
「実質債務」及び「行政経常収支」に係る事項

①実質債務 △ 4,336,517,743 円
②行政経常収支 336,225,530 円

歳入歳出決算書
繰越金に伴う差額
資金収支計算書


